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研究要旨 
日本の自治体における医療資源の多寡が乳がん・子宮頸がんの個別検診受診率に与える影
響を分析し、過少な医療資源が住民のがん検診へのアクセスを阻害しているのかを既存統計
資料を用いて検討した。 
マンモグラフィは都市部でさえ配置数が少なく、婦人科医師数は非都市部で少ないことが、
住民の乳がん・子宮頸がん検診へのアクセスを阻害していた。乳がん検診の受診率を早急に
向上させるためには、都市部におけるマンモグラフィ台数の増配置やマンモグラフィ検診車
の配備により、住民の利便性を高めるべきである。また、子宮頸がん検診の受診率を早急に
改善するためには、非都市部において婦人科以外の医師による細胞診や自己採取によるHPV
検査といったアクセス改善策の実施を検討することが重要である。 

 
 
Ａ．研究目的 
日本は、欧米諸国と比べて乳がん検診と
子宮頸がん検診の受診率が低いが、近年、
個別検診の重要性が増している。自治体の
個別検診の利便性を高めるためには、各地
域においてがん検診に必要な医療資源が配
置されることが求められる。 
本研究では、日本の自治体における医療
資源の多寡が乳がん・子宮頸がんの個別検
診受診率に与える影響を分析し、過少な医
療資源が住民のがん検診へのアクセスを阻
害しているのかを明らかにすることを目的
とした。 
 
 
Ｂ．研究方法 
分析対象は、乳がん検診と子宮頸がん検
診を実施している日本の 1,746 自治体から
選ばれた。厚生労働省が実施した 2010年度
(2010年 4月～2011年 3月)の「地域保健・
健康増進事業報告」を用いて、各自治体の
乳がんと子宮頸がん検診の個別検診受診率
を算出した。この報告書では、全ての自治
体の性・年齢別がん検診受診者数と対象者
数が収載されている。加えて、がん検診受

診者数は個別検診と集団検診に分かれてい
る。自治体のがん検診を受診できる対象者
は、子宮頸がん検診が 20歳以上の女性、乳
がん検診が 40歳以上の女性である。この報
告書を用いて、各自治体の検診対象者の特
徴(対象者数、65歳～74歳割合、75歳以上
割合)も算出した。 
自治体の医療資源量は、各地域における
がん検診へのアクセスの容易さを表す。乳
がん検診の医療資源量にはマンモグラフィ
台数、子宮頸がん検診の医療資源量には婦
人科医師数を用いた。「医療機器システム白
書 2010-2011年版」には、2009年 10月 1
日時点の日本の全医療機関に設置されてい
るマンモグラフィのリストが含まれている。
医療機関別マンモグラフィ台数から、自治
体別の台数を集計した。各医療機関が所有
する検診車は、主に集団検診に使用される
ため自治体別台数から除外した。自治体の
婦人科医師数は、「2010年医師・歯科医師・
薬剤師調査」の産婦人科医師数と婦人科医
師数の合計とした。どちらも 2010 年 3 月
31日時点の自治体の女性人口で除して、女
性人口 1,000 人当たり台数・人数を算出し
た。 



2010年の全 1,746市区町村のうち、乳が
ん検診は 1,619、子宮頸がん検診は 1,642
の自治体を分析対象とした。被説明変数に
乳がんと子宮頸がんの個別検診受診率、説
明変数に医療資源量を含む 4 つの受診勧奨
対策、検診対象者の特徴、自治体の特徴を
用いて重回帰分析を行った。医療資源量に
は、マンモグラフィ台数と婦人科医師数を
用いた。重回帰分析は、サンプルを都市部
(市区)と非都市部(町村)に分けて行った。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は統計資料に基づく検討であり、
個人情報を取り扱っていない。 
 
 
Ｃ．研究結果 
乳がんの個別検診受診率は、都市部で平
均 4.88%、非都市部で平均 2.81 %であった。
女性人口 1,000 人当たりマンモグラフィ台
数は、都市部で平均 0.061 台、非都市部で
平均 0.031 台であった。子宮頸がんの個別
検診受診率は、都市部で平均 8.49%、非都
市部で平均 4.24%であった。女性人口 1,000
人当たり婦人科医師数は、都市部で平均
0.150 人、非都市部で平均 0.044 人であっ
た。乳がんの個別検診受診率に対する女性
人口当たりマンモグラフィ台数の限界効果
は、都市部では正に有意であったが(6.79%)、
非都市部では有意でなかった。子宮頸がん
の個別検診受診率に対する女性人口当たり
婦人科医師数の限界効果は、都市部では有
意でなかったが、非都市部では正に有意で
あった(1.78%)。 

 
 
Ｄ．考察 
乳がん・子宮頸がん検診ともに、地域の
医療資源量が個別検診受診率に与える影響
は都市部(市区)と非都市部(町村)で異なっ
ていた。女性人口当たりマンモグラフィ台
数は、都市部では個別検診受診率を引き上
げ、非都市部では受診率に影響しなかった。
都市部では、女性人口 1,000 人当たりマン
モグラフィ台数の 1 台増加は、個別検診受
診率を 6.79%増加させる効果があった。逆
に、自治体のマンモグラフィ台数が女性
1,000 人当たり 0.26 台(最大値と最小値の

差)減少すると、個別検診受診率が 1.78%減
少することが予想される。マンモグラフィ
は、都市部であっても保有台数が少なく、
全市区の 11.7%(87/746)がマンモグラフィ
を保有していなかった。さらに、非都市部
では全町村の 78.5%(685/873)にマンモグラ
フィがなく、非常に多くの自治体にマンモ
グラフィが配置されていなかったことが受
診率に影響しなかった一因であると考えら
える。 
女性人口当たり婦人科医師数は、非都市
部では子宮頸がんの個別検診受診率を引き
上げたが、都市部では受診率に影響しなか
った。非都市部では、女性人口 1,000 人当
たり婦人科医師数の 1 人増加は、個別検診
受診率を 1.78%増加させることが期待でき
る。逆に、婦人科医師数が女性 1,000 人当
たり 1.45 人(最大値と最小値の差)減少する
と、個別検診受診率は 2.59%減少すること
が予想される。都市部では婦人科医師数が
受診率に影響しなかったが、マンモグラフ
ィとは逆に、都市部ではある程度の婦人科
医師数が確保されていることが原因かもし
れない。 
子宮頸がん検診へのアクセスを早急に改
善するためには、婦人科以外の医師が細胞
診を実施することを検討すべきである。日
本では婦人科医が細胞診を行うが、英国で
は主に GP (General Practitioner)が細胞診
を実施している。日本でプライマリ・ケア
を行う診療所の内科医師数は、2012年で人
口 1,000 人当たり 0.307 人であり、同じく
診療所の人口 1,000 人当たり婦人科医師数
の 7.5 倍であった。プライマリ・ケアを行
う婦人科以外の医師に細胞診の実施方法を
教えることにより、子宮頸がん検診の医療
資源量を増やすことができる。また、住民
が自分で検体を採取して子宮頸がんの検査
を行うことも、住民の子宮頸がん検診への
アクセスを容易にする。利用者の自己採取
による細胞診は、正確性を欠くため実施す
べきではないが、自己採取によるHPV検査
は医師による採取と比べてほぼ同じ正確さ
を持つ。既存研究では、自己採取による
HPV 検査は非都市部の子宮頸がん検診未
受診者への受診勧奨に効果的であることが
示されている。婦人科医師の確保が困難で
ある非都市部においては、これらの実施に



より検診受診率の向上が期待できる。 
 
 
Ｅ．結論 
 マンモグラフィは都市部でさえ配置数が
少なく、婦人科医師数は非都市部で少ない
ことが、住民の乳がん・子宮頸がん検診へ
のアクセスを阻害していた。乳がん検診の
受診率を早急に向上させるためには、都市
部におけるマンモグラフィ台数の増配置や
マンモグラフィ検診車の配備により、住民
の利便性を高めるべきである。また、子宮
頸がん検診の受診率を早急に改善するため
には、非都市部において婦人科以外の医師
による細胞診や自己採取によるHPV検査と
いったアクセス改善策の実施を検討するこ
とが重要である。 
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